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（仮称）岐阜薬科大学学舎建設工事に係る技術提案書の提出依頼について 

 

 

標記工事の入札について、総合評価落札方式を適用するため、下記要領により技術提案

書を作成し提出してください。 

 

記 

 

１．工事の概要 

（１）工 事 名       （仮称）岐阜薬科大学学舎建設工事 

（２）工事場所       岐阜市大学西一丁目 35 番 1 ほか 19 筆 

（３）工事内容   鉄筋コンクリート造 地上4階建て 延べ面積14,286.2㎡ 

              その他附帯工事      一 式 

（４）工事完成期限   令和 10 年 12 月 12 日 

（５）資料     入札説明書等一式 

（６）本工事は入札に際して技術提案書を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に

評価して落札者を決定する総合評価落札方式を適用する。 



２．技術提案書の提出  

 （１）提出物 

   ・技術提案書（様式第１号（第６条関係））、技術提案書チェックシート 

   ・技術提案書内容確認申告書（様式第５号（第１０条関係）） 

（２）提出方法 

提出物は紙方式を１部とＣＤ－Ｒ若しくはＤＶＤ－ＲにＰＤＦ形式で保存したもの

を持参又は郵送すること。その際、様式第 1 号のコピーを 1 部添付すること。契約課

で受領確認の受付印を押印後、ＦＡＸにて返信する。 

   技術提案書の提出がない場合、その者のする入札は無効とする。 

（３）提出期間 

令和７年９月３０日（火）から令和７年１０月６日（月）まで 

ただし、岐阜市の休日を定める条例（平成元年岐阜市条例第 45 号）に規定する本市

の休日（以下「休日」という。）を除く。受付時間は９時から１７時まで。ただし、正

午から１３時までは除く。 

（４）技術提案書内容確認申告書（様式第５号（第１０条関係））及び技術提案書の内容

を確認できる書類（以下「技術確認書類」という。）を紙方式とＣＤ－Ｒ若しくはＤＶ

Ｄ－ＲにＰＤＦ形式で保存したもの１部を岐阜市行政部契約課審査係まで持参又は郵

送（ホッチキス等で綴じること。）により提出すること。 

（５）技術確認書類の差し替えは、誤記の訂正等軽微なものに限り、提出の日を含め３

日（休日を含まない）以内とする。 

（６）郵送方法 

別紙「入札（見積）書類の提出等について」のとおり、提出期限の前開庁日の１６

時までに到着するよう郵送すること。 

 

３．技術提案書作成時の注意点 

（１）作成する技術提案書の評価内容は、「４．総合評価に関する事項」のとおりとし、

次の事項に留意して作成すること。 

・技術提案書提出時に配置予定技術者が特定できない場合、資格等の要件を満たす複

数の候補者のうち評価が最も低いもので評価する。 

※実際の施工にあたって技術提案書に記載した配置予定技術者を変更できるのは、

病気、死亡、退職等の極めて特別な場合に限る。 

・直近１か年度とは令和６年度を指し、直近２か年度とは令和５年度から令和６年度

までを指し、直近３か年度とは令和４年度から令和６年度までを指し、直近５か年

度とは令和２年度から令和６年度までを指し、直近１０か年度とは平成２７年度か

ら令和６年度までを指す。 

・技術提案書にチェックがないなど明確に判断できない項目は、最も低い評価とする。 

・総合評価の得点は、４．総合評価に関する事項において、（工事を担う全構成員）と

記載のある項目については、代表構成員及び構成員それぞれで点数を算出し、出資

比率を乗じて出た数値の合計を得点とする。 

（２）技術提案については、次の事項に留意して記載すること。 

・通常、一般的に実施されていると判断される提案は評価しない。 

・他機関（地元住民、警察、道路・河川管理者、土地所有者等）との調整が必要とな

る技術提案は原則認められない。 

・下記に示すような提案内容は評価しない。 

①提案内容が抽象的なもの、提案の表現が曖昧なもの 

（例：「徹底する」「できるだけ」「適切に」「丁寧に施工する」「必要に応じて」） 

  ②提案の実行の有無が確認できないもの 

（例：実行したことを写真等で確認できないもの） 



  ③提案内容に明確な効果が認められないもの 

  ④提案の実行に確実性がないもの 

（例：「監督職員との協議により施工する」など） 

 ・受注者が入札時に提案した技術提案は、施工中及び完成時に、発注者及び受注者の

両者で履行状況を確認する。不履行の場合は、入札参加資格停止・工事成績評定点

の減点等を行うことがある。 

 ・技術提案は、Ａ３判１ページ以内で簡潔に記述すること。なお、提案数の上限は設

けない。また、ＶＥ提案を反映した提案には、別紙「ＶＥ提案実施要領」に示す採

用ＶＥ一覧表（様式ＶＥ第４号）の番号を記載すること。 

 

 

  



４．総合評価に関する事項  

（１）技術的能力の評価基準等 

次表の審査項目及び評価基準に基づく審査を行い、標準点に加点する。なお、得点

欄に※がある項目については、代表構成員・構成員それぞれで得点を算出し、出資比

率を乗じて出た数値の合計を得点とする。 

ア 

審査項目 評価項目及び記載事項 評 価 基 準 配点 得点 

施工能力 [安全対策] 
（単体又は工事を担う全構成員が対

象） 

■評価項目 

・労働安全衛生分野表彰歴及び工事

事故等による資格停止措置の有無。 

 

■留意事項 

○「労働安全衛生分野表彰歴」は以下

のとおりとする。 

・安全衛生に係る優良事業場、団体

又は功労者に対する厚生労働大

臣・岐阜労働局長表彰 

・厚生労働省労働基準局長が行う

建設事業無災害表彰（岐阜県内

工事に限る） 

・厚生労働省労働基準局長が発行

した無災害記録証 

○安全衛生に係る功労者に対する厚

生労働大臣表彰・岐阜労働局長表彰

については、被表彰者が、入札参加

者の現役の社員である場合に該当。 

 

＜技術確認書類＞ 

・労働安全衛生分野表彰歴を証明で

きる書類（表彰状の写し等） 

・安全衛生に係る優良事業場、団体又

は功労者に対する厚生労働大臣・岐

阜労働局長表彰については、被表彰

者と入札参加者の関係が確認でき

る資料 

過去に労働安全衛生分野表

彰歴があり、かつ、入札公告

日の属する年度及び直近３

か年度以内に岐阜市からの

工事事故等による資格停止

措置なし 

1.5 

/1.5 

※ 

過去に労働安全衛生分野表

彰歴なし、かつ、入札公告日

の属する年度及び直近３か

年度以内に岐阜市からの工

事事故等による資格停止措

置なし、若しくは過去に労

働安全衛生分野表彰歴があ

り、かつ、入札公告日の属す

る年度及び直近３か年度以

内に岐阜市からの工事事故

等による資格停止措置あり 

0 

過去に労働安全衛生分野表

彰歴なし、かつ、入札公告日

の属する年度及び直近３か

年度以内に岐阜市からの工

事事故等による資格停止措

置あり 

-1.5 



 [環境配慮] 
（単体又は工事を担う全構成員が対

象） 

■ 評価項目 

・ISO9001 及び ISO14001 認証取得の

有無 

 

■留意事項 

○認証範囲に申請者の事業所が含ま

れている（入札参加する営業所が認

証されている）場合に限る。 

 

＜技術確認書類＞ 

・ISO9001 及び ISO14001 の認証書

（付属書を含む）、登録者名、住

所、適用規格、認証範囲、有効期

限などの記載がある資料の写し。 

ISO9001 並びに ISO14001 を

取得済 
1 

/1.0 

※ 

ISO9001 又は ISO14001 のい

ずれかを取得済 
0.5 

取得なし 0 

[技術提案１] 

【業務実施計画】 
■評価項目 

・事例が少ない DB 事業にあって、設

計から施工へ円滑に移行する業務

実施方針及び全工程を通した業務

実施体制について提案を求める 

・施工時に発生が予見される様々な

リスクに対する回避手法について

提案を求める。 

 

■評価の視点 

・各工程における留意事項や課題が

的確に反映された業務実施計画の

提案があるか。 

・周辺環境や関連工事などに影響が

予見されるリスクに対して、効果的

かつ具体的な予防と対策の提案が

あるか。 

・統括責任者の関与について、工程管

理、コスト管理、品質管理、受発注

者の相互連携等、全工程を通した具

体的かつ効果的な業務実施体制の

提案があるか。 

・一元化された窓口が提案されてい

るか。 

■具体的に求めたい提案例 

・実施設計から施工への円滑な移行

に関する配慮事項 

・関連事業者（北側外構・道路工事）

特に優れた工夫があると評

価できるもの 

→配点×100％ 

 

優れた工夫があると評価で

きるもの 

→配点×75％ 

 

標準的工夫があると評価で

きるもの 

→配点×50％ 

 

工夫が少なくあまり評価で

きないもの 

→配点×25％ 

 

一般的で工夫がなく評価で

きないもの 

→配点×0％ 

 

技術提案の題目ごとにそれ

ぞれ評価する 

3.0 

～ 

0 

/3.0 



との調整における配慮事項 

・交通渋滞対策 

・周辺環境、近隣田畑耕作への影響対

策 

・責任者や窓口の具体的な役割 

・ICT 等を活用した品質管理や安全管

理等の手法 など 

 [技術提案２] 

【①物価上昇等に対するコス

ト管理手法】 
■評価項目 

・物価や人件費等の上昇を見据えた

設計・施工段階での事業費超過を抑

制するコスト管理手法及び超過リ

スクを低減するコスト管理手法を

求める。 

 

■評価の視点 

・物価上昇等が続いている状況にお

いて、事業への影響を極力低減する

ための工夫が提案されているか。 

・工期短縮を含め、設計変更等による

増減金額について、受発注者間で認

識合わせを行いながら DB 事業を進

めるための具体的かつ効果的な提

案があるか。 

 

技術提案１と同じ 

3.0 

～ 

0 

/6.0 

[技術提案２] 

【②イニシャルコスト低減に

繋げるコスト削減案】 
■評価項目 

・要求水準を満たした上で、基本設計

を理解し、イニシャルコストを低減

する提案を求める。 

 

■評価の視点 

・ランニングコストに配慮しつつ、イ

ニシャルコストの低減に寄与する

合理的な計画について、具体的に提

案されているか。 

3.0 

～ 

0 



 [技術提案３] 

【スケジュール管理手法】 
■評価項目 

・契約工期を遵守するための具体的

な工程管理手法を求める。 

 

■評価の視点 

・マイルストーンとクリティカルパ

スが明記された具体的な工程計画

が提案されているか。 

・進捗管理方法や遅延が生じた際の

対応策等について、具体的に提案さ

れているか。 

・上記のほか、効率的、生産的に工事

を管理し、工期短縮を見据えた具体

的な提案があるか。 

 

■具体的に求めたい提案例 

・工期を遵守する具体的な提案 

・計画的な発注、施工手順の工夫な

ど、建物の品質を下げずに工程を遵

守し、さらに短縮する提案 

・設計、施工を含めた工事全体での工

期を短縮する提案 

・ICT 等を活用した工程管理手法 

・供用開始に向けた様々な工種の工

事施工業者及び別途発注工事業者

との連携・調整・協力体制及び業務

管理手法 など 

技術提案１と同じ 

3.0 

～ 

0 

/3.0 

 [技術提案４] 

【地域貢献】 
■評価項目 

・市内本店業者の活用率だけでなく、

その他の具体的な地域活性化への

取組、手法の提案を求める。 

 

■評価の視点 

・地域の活性化に繋げる取組みにつ

いて、具体的な方法や頻度などが記

され、効果的な提案があるか。 

 

■具体的に求めたい提案例 

・地元の建設業者への技術力向上や

教育の具体的な提案 

・地域への情報発信、地域活動への参

加 

技術提案１と同じ 

2.0 

～ 

0 

/2.0 



イ 

審査項目 評価項目及び記載事項 評 価 基 準 配点 得点 

企業能力 ［工事成績評定点］ 
（単体又は工事を担う全構成員が対象） 

 

■評価項目 

・直近 5か年度以内に完成引き渡しの済んだ岐

阜市発注（上下水道事業部及び市民病院含

む）の建築一式工事にかかる工事成績評定点

の平均点 

・各構成員の工事成績評定点の平均点 

 

■留意事項 

○受注形態が特定建設工事共同企業体である

場合の工事成績評定点は、代表構成員又は構

成員として受注したものを対象とする。 

 

○実績のない年度は 65 点とする 

 

平均点が 75 点以上 1.0 

/1.0 

※ 

平均点が 73 点以上 

75 点未満 
0.5 

平均点が 65 点以上 

73 点未満 
0 

平均点が 65 点未満 -1.0 

［同種工事又は類似工事の施工実績］ 

（単体又は代表構成員が対象） 

 

■評価項目 

・直近 10 か年度以内及び入札公告日の属する

年度の一般競争入札参加資格確認申請書の

提出期限日までに完成引渡しの済んだ同種

工事又は類似工事の施工実績の有無 

・同種工事は、延べ面積 7,000 ㎡以上の化学・

薬学系の実験施設を有する大学の校舎（医学

部、薬学部、理学部等の理系大学）。類似工事

は、延べ面積 14,000 ㎡以上の総合病院とす

る。 

 

■ 留意事項 

○岐阜市発注の工事については、工事成績 65

点未満のものは、実績として認めない。 

○特定建設工事共同企業体での実績について

は、出資比率 30％以上が対象 

○鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コ

ンクリート造の新築又は増築に限る。 

同種工事又は類似工

事の施工実績が 2 件

以上 

2.0 /2.0 



○技術提案書記入要領 

・面積の大きい順に 2 件まで記載する。 

・工事名   ：受注工事名とする。 

・発注者名  ：具体的に記入する。 

・施工場所  ：具体的に記入する。 

・延べ面積  ：㎡単位で記入する 

・工期    ：工期を記入する。 

 

＜技術確認書類＞ 

・実績を確認できる資料（契約書又は CORINSの

登録内容確認書（工事カルテ））の写し 

・特定建設工事共同企業体で施工した工事に

ついては、協定書の写し等出資比率が確認で

きる資料 

・CORINS 登録がない工事を実績とする場合、同

種工事の施工実績を確認できる書類 

同種工事又は類似工

事の施工実績が 1 件 
1.0 

実績なし 0 

［同種工事又は類似工事の設計実績］ 

（単体、代表構成員、設計業者のいずれかが対

象。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員

に設計業者を含む場合は、設計業者が対象） 

 

■評価項目 

・直近 10 か年度以内及び入札公告日の属する

年度の一般競争入札参加資格確認申請書の

提出期限日までに完了した同種工事又は類

似工事の設計実績の有無 

・同種工事は、延べ面積 7,000 ㎡以上の化学・

薬学系の実験施設を有する大学の校舎（医学

部、薬学部、理学部等の理系大学）。類似工事

は、延べ面積 14,000 ㎡以上の総合病院とす

る。 

 

■ 留意事項 

○鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コ

ンクリート造の新築又は増築に限る。 

○設計実績は、建築確認申請書において代表と

なる設計者として確認を受けた実績を対象

とする。 

○特定建設工事共同企業体での実績について

は、出資比率 30％以上が対象 

同種工事又は類似工

事の設計実績が 2 件

以上 

2.0 

/2.0 

同種工事又は類似工

事の設計実績が 1 件 
1.0 



○技術提案書記入要領 

・面積の大きい順に 2 件まで記載する。 

・業務名   ：受注業務名とする。 

・発注者名  ：具体的に記入する。 

・施工場所  ：具体的に記入する。 

・延べ面積  ：㎡単位で記入する 

・期間    ：委託期間を記入する。 

＜技術確認書類＞ 

・実績を確認できる資料（契約書又は PUBDIS）

の写し 

・PUBDIS 登録がない設計を実績とする場合、同

種工事又は類似工事の設計実績を確認でき

る書類（建築確認申請書の写しなど） 

 

実績なし 0 

 ［優良建設工事業者表彰歴］ 
（単体又は工事を担う全構成員が対象） 

 

■ 評価項目 

・直近 5か年度以内の優良建設工事業者表彰歴

の有無（建築工事部門に限る) 

・岐阜市のほか、国、都道府県、政令市、中核

市での表彰歴も対象とする。 

 

＜技術確認書類＞ 

・直近 5か年度以内の優良建設工事業者表彰歴

（建築工事部門に限る）が確認できる資料の

写し 

表彰歴 2 回以上 1.0 

/1.0 

※ 
表彰歴 1 回 0.5 

表彰歴なし 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ウ 

審査項目 評価項目及び記載事項 評 価 基 準 配点 得点 

配置予定

技術者の

実績 

［監理技術者］ 
（単体又は代表構成員が対象） 

 

■評価項目 

・直近 10 か年度以内及び入札公告日の属す

る年度の一般競争入札参加資格確認申請

書の提出期限日までに完成引渡しの済ん

だ同種工事または類似工事の実績の有無 

・同種工事は、延べ面積 7,000 ㎡以上の化学・

薬学系の実験施設を有する大学の校舎（医

学部、薬学部、理学部等の理系大学）。類似

工事は、延べ面積 14,000 ㎡以上の総合病

院とする。 

 

■留意事項 

○岐阜市発注の工事については、工事成績 65

点未満のものは、実績として認めない 

○鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋

コンクリート造の新築又は増築に限る。 

○受注形態が特定建設工事共同企業体であ

る場合は、代表構成員又は構成員として受

注したものを対象とし、その出資比率を乗

じた値とする。 

○特定建設工事共同企業体での実績につい

ては、出資比率 30％以上が対象 

○工期の途中で技術者を交代していた場合、

その技術者の実績（延べ面積）は、担当し

た期間を工期で除した割合を乗じた面積

とする。 

○「岐阜市低入札価格調査要綱第１１条」に

おける追加配置技術者の場合は対象とし

ない。 

○技術提案書記入要領  

・面積の大きい順に 2 件まで記載する 

・工事名   ：受注工事名とする。 

・発注者名  ：具体的に記入する。 

・施工場所  ：具体的に記入する。 

・延べ面積  ：㎡単位で記入する 

・工期    ：工期を記入する。 

・従事期間  ：従事期間を記入する。 

○統括責任者と兼務した場合は、配点に 0.5

を乗じる。 

 

監理技術者、現場代

理人、若しくは特定

建設工事共同企業体

の構成員である主任

技術者として、同種

工事又は類似工事の

施工実績が２件以上 

1.0 

/1.0 

監理技術者、現場代

理人、若しくは特定

建設工事共同企業体

の構成員である主任

技術者として、同種

工事又は類似工事の

施工実績が１件 

0.5 



＜技術確認書類＞ 

・工事内容及び従事時の役職内容を確認でき

る資料（CORINS の登録内容確認書（工事カ

ルテ）、PUBDIS 登録等）の写し 

・特定建設工事共同企業体で施工した工事に

ついては、協定書の写し等出資比率が確認

できる資料 

・工期の途中で技術者を交代していた場合、

その技術者が担当していた期間が確認で

きる資料 

・CORINS 登録、PUBDIS 登録がない工事を実

績とする場合、同種工事の施工実績を確認

できる書類 

実績なし 0 

［管理技術者］ 
（単体、代表構成員、設計業者のいずれかが

対象。ただし、特定建設工事共同企業体の構

成員に設計業者を含む場合は、設計業者が対

象） 

 
■評価項目 

・直近 10 か年度以内及び入札公告日の属す

る年度の一般競争入札参加資格確認申請

書の提出期限日までに完成引渡しの済ん

だ同種工事における設計又は類似工事に

おける設計実績の有無 

・同種工事は、延べ面積 7,000 ㎡以上の化学・

薬学系の実験施設を有する大学の校舎（医

学部、薬学部、理学部等の理系大学）。類似

工事は、延べ面積 14,000 ㎡以上の総合病

院とする。 

 

■留意事項 

○鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋

コンクリート造の新築又は増築に限る。 

○受注形態が特定建設工事等共同企業体で

ある場合は、代表構成員又は構成員として

受注したものを対象とし、その出資比率を

乗じた値とする。 

○特定建設工事等共同企業体での実績につ

いては、出資比率 30％以上が対象 

○設計実績は、設計業務の主たる部分（意匠）

を担当した実績を評価する。 

○業務期間の途中で技術者を交代していた

場合、その技術者の実績（延べ面積）は、

担当した期間を委託期間で除した割合を

乗じた面積とする。 

管理技術者（設計）

又は建築総合主任技

術者として同種工事

又は類似工事の設計

実績が 2 件以上 

1.0 

/1.0 

管理技術者（設計）

又は建築総合主任技

術者として同種工事

又は類似工事の設計

実績が 1 件 

0.5 

実績なし 

 
0.0 



○統括責任者と兼務した場合は、配点に 0.5

を乗じる。 

＜技術確認書類＞ 

・設計内容及び従事時の役職内容を確認でき

る資料（PUBDIS 登録）の写し 

・期間の途中で技術者を交代していた場合、

その技術者が担当していた期間が確認で

きる資料 

・PUBDIS 登録がない設計を実績とする場合、

同種設計の設計実績を確認できる書類 

 

［統括責任者］ 
（単体又は代表構成員が対象） 

 
■評価項目 

・監理技術者又は管理技術者と同様 

 

■留意事項 

○監理技術者又は管理技術者と同様 

○監理技術者又は管理技術者と兼務した場

合は、配点に 0.5 を乗じる。 

 

 

＜技術確認書類＞ 

・工事内容及び従事時の役職内容を確認でき

る資料（CORINS の登録内容確認書（工事カ

ルテ）、PUBDIS 登録等）の写し 

・特定建設工事共同企業体で施工した工事に

ついては、協定書の写し等出資比率が確認

できる資料 

・工期の途中で技術者を交代していた場合、

その技術者が担当していた期間が確認で

きる資料 

・CORINS 登録又は PUBDIS 登録等がない工事

を実績とする場合、同種工事の施工実績を

確認できる書類 

監理技術者、現場代

理人、特定建設工事

共同企業体の構成員

である主任技術者、

管理技術者、建築総

合主任技術者のいず

れかとして同種工事

又は類似工事の施工

又は設計実績が 2 件

以上 

1.0 

/1.0 

監理技術者、現場代

理人、特定建設工事

共同企業体の構成員

である主任技術者、

管理技術者、建築総

合主任技術者のいず

れかとして同種工事

又は類似工事の施工

又は設計実績が 1 件 

0.5 

実績なし 

 

 

0.0 

  



エ 

審査項目 評価項目及び記載事項 評 価 基 準 配点 得点 

地域要件 [特定建設工事共同企業体構成員の市

内本店業者数] 

 
■ 評価項目 

市内本店業者数により加点する。ただし代表構

成員を除く。 

 
■ 留意事項 

○特定建設工事共同企業体構成員の市内本店

業者数加点一覧表参照 

4 者特定建設工事共

同企業体の第 2 から

第 4 構成員すべてが

市内本店業者 

2.0 

/2.0 

工事を担う第 2 及び

第 3 構成員が、市内本

店業者の場合 

→1.6 加算 

 

工事を担う第 2 又は

第 3 構成員が、市内本

店業者の場合 

→0.8 加算 

 

設計を担う構成員が、

市内本店業者の場合 

→0.4 加算 

1.6 

～ 

0.4 

単体又は構成員に市

内本店業者なし 
0 

[市内本店業者の活用率] 
 

■ 評価項目 

・入札金額に占める 1 次下請の市内本店業者の

活用状況及び建築資機材の市内本店業者か

らの調達（受注者からの直接発注に限る）を

加算対象とする。 

・入札金額に対する市内 1 次下請金額と建築資

機材の市内本店業者発注金額の合計の割合

により算出する。 

・市内本店業者の活用率の算定（％） 

{(市内本店業者への 1次下請金額＋市内本店

業者への建築資機材発注金額)／(入札金

額)}×100 

 

■ 留意事項 

○市内本店業者とは、岐阜市内に本店を有する

企業を示す。 

○実際の施工にあたって、下請の変更があった

場合、記載した市内本店業者の活用率を下回

らないこと。 

市内本店業者の活用

率が 30％以上 
2.5 

/2.5 
（市内本店業者の活

用率-5％）×0.1 

計算式

による 

市内本店業者の活用

率が 5％ 
0 

 



（２）技術確認書類の提出 

技術確認書類は、技術提案書内容確認申告書の評価項目順に添付すること。また、

提出部数は紙方式とＣＤ－Ｒ若しくはＤＶＤ－ＲにＰＤＦ形式で保存したものをそ

れぞれ 1 部とする。 

 

５．契約変更の取扱い  

契約締結後、やむを得ない事由により条件変更の必要な状況が生じた場合は、契約変

更の対象とし、技術提案書に基づき作成された施工計画の内容の見直しを行うものとす

る。 

 

６．実施上の留意事項  

（１）技術提案に記載された内容については、その後の工事において、その内容が一般

的に使用されている状態になった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、

工業所有権等の排他的権利を有する提案については、この限りではない。 

なお、発注者は、提案内容に関する事項が提案者以外（発注者が設置した審査委

員会の委員等は除く。）の者に知られることのないように取り扱うものとする。 

また、提案者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することはしない。た

だし、落札者の提案については、採用した理由の説明を求められた場合に他者に比

べ優位な点を公表することがある。 

（２）技術提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。  

（３）提出された技術提案書は、技術審査以外に提出者に無断で使用することはない。 

（４）技術提案書に虚偽の記載をした者及び開札後辞退した者は、岐阜市競争入札参加

資格停止措置要領（昭和 62 年 3 月 27 日決裁）に基づく資格停止措置を行うことが

ある。 

また、資料に虚偽の記載をした者による入札及び説明事項、岐阜市競争入札心得

（平成 10 年 10 月 1 日決裁）において示した条件等入札に関する条件に違反した入

札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取

り消す。 

（５）提出された技術提案書の差し替えは、誤記の訂正等軽微なものに限り、提出の日

を含め 3 日（休日を含まない。）以内とする。 

（６）提出された技術提案書は、返却しない。 

（７）本要請資料は技術提案書作成以外の目的で使用してはならない。 



代表　※ 第２ 第３ 第４

1 単体 1  工事 1 工事 - - - 0.0

2 工事 工事 - - 0.0

3 工事 工事 - - 0.8

4 工事 工事 設計 - 0.0

5 工事 工事 設計 - 0.4

6 工事 工事 設計 - 0.8

7 工事 工事 設計 - 1.2

8 工事 工事 工事 - 0.8

9 工事 工事 工事 - 1.6

10 工事 工事 工事 設計 0.8

11 工事 工事 工事 設計 1.2

12 工事 工事 工事 設計 1.6

13 工事 工事 工事 設計 2.0

※工事：工事業者（工事と設計を担う者も含む）
　設計：設計業者

4 ４者ＪＶ 5  工事＋工事＋工事＋設計

該当に
「○」

ＪＶ組成
加点

参加形態

№
単体
 or
ＪＶ

№

参加構成

特定建設工事共同企業体（ＪＶ）構成員の市内本店業者数加点一覧表

3 ３者ＪＶ

3  工事＋工事＋設計

4  工事＋工事＋工事

2 ２者ＪＶ 2  工事＋工事

業種の組合せ №

単体 or ＪＶ
（構成員が市内本店業者（青字）の場合は加点）

参加種別


